
B  

欄   2，330  2，260  2，220  2，140  2，080   

91人  101人  111人  121人  131人  

措置児 童 数               から  から  から  から  から  

100人  110人  120人  130人  140人  

まで  まで  まで  まで  ま   

A  基 本 分   円   円   円   円   円   

欄  23，390  23，150  22，970  22，710  22，540   

B  

欄   2，070  2，020  2，020  2，000  1，960   

141人  151人  161人  171人  181人  

措 置児童 数               から  から  から  から  から  

150人  160人  170人  180人  190人  

まで  まで  まで  まで  まで   

A  基 本 分   円   円   円   円   円   

22，350  22，200  22，090  21，980  21，890   

B  

柵   1，980  1，950  1，930  1，920  1，920   

191人  

措置児童 数    から  

200人  

まで   

A  円  円  

欄   21，770    封⊥ヱ担   

B  

B  

欄   2，330  2，260  2，220  2，140  2，080   

91人  101人  111人  121人  131人  

措 置 児 童 数               から  から  から  から  から  

100人  110人  120人  130人  140人  

まで  まで  まで  まで  まで   

A  基 本 分   円   円   円   円   円   

欄  23，390  23，150  22，970  22，710  22，540   

B  

欄   2，070  2，020  2，020  2，000  1，960   

141人  151人  161人  171人  181人  

措 置 児 童 数               から  から  から  から  から  

150人  160人  170人  180人  190人  

まで  まで  まで  まで  まで   

A  基 本 分   円   円 円   円   円   

欄  22，350  22，200  22，090  21，980  21，890   

B  

欄   1，980  1，950  1，930  1，920  1，920   

191人  

措置 児童数    から  

200人  

まで   

A  円  円  

欄   21，760    21，700   

B  
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加 算 分  加 算 分  

ただし、乳幼児を措置しているときは、  ただし、乳幼児を措置しているときは、  

算式により算定  

次の表のA欄に  

掲げる乳幼児保  

育士等加算費月  

額保護単価  

算 た額を加算する  

次
 
 

次F   

を加算する  

その月初  

日の措置  

乳幼児数  

7  

その月初  

日の措置  

乳幼児数  

▼
J
 
 

A
 
 

の
 
 

表
 
 

の
 
 掲げる乳幼児保  

育士等加算費月  

額保護単価  

（ただし、地方公共団休及び社会福祉事  

業団等の経営する施設以外の施設の場  

合、民間施設加算額として次の表のB  

柵に掲げる額を加算した額とする。）  

（注） この表の「乳幼児」は、児童福祉  

法第4条の第1項及び第2項に規定す  

る「乳児」及び「幼児」を総称したも  

のとする。  

乳幼児保育士等加算費保護単価表  

（ただし、地方公共団体及び社会福祉事  

業団等の経営する施設以外の施設の場  

合、民間施設加算額として次の表のB  

欄に掲げる額を加算した額とする。）  

（注） この表の「乳幼児」は、児童福祉  

法第4粂の第1項及び第2項に規定す  

る「乳児」及び「幼児」を総称したも  

のとする。  

乳幼児保育士等加算費保護単価表  

熱  

A  欄  B  欄   

基本分  20，180円  1，780円   

A  欄  B  欄   

基本分  20，180円  1，780円   

算 式（4）   

（略）  

算 式（4）   

日用品費月額保護単価18，570円×その  

月初日の措置児童数  

算 式（5）   

指導訓練材料費月額保護単価420円×  

その月初日の措置児童数  

算 式（6）   

看護代替要員費月額保護単価160円×   

算 式（5）   

（略）  

算 式（6）   

（略）  

M－rTr。⊇【1＿ニ・＿こ訂ニニー定  
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算 式（7）  

（略）  

（注）（略）   

（ア）  （略）  （略）   重度妓体不自由児加算費月額保護単価  

イ           重  塑⊥互生旦円×その月初目の別に定める基準に  

度  よる重度肢体不自由児措置児童数   

その月初日の措置児童数  

算 式（7）  

スプリンクラー保守管理等費月額保護  

単価 310円×その月初日の播磨児童数各  

月初日において、スプリンクラー設備（「  

消防法施行令」（昭和36年政令第37号）、「  

同法施行規則」（昭和36年自治省令第6  

号）に定める設備■設置基準及び昭和62  

年10月27日消防予第189号「既存の社会福  

祉施設に対する消防用設備等の技術上の  

特例基準の適用について」 （消防庁予防  

課長通知）に基づくスプリンクラー設備  

をいう。以下同じ。）を設置している施設  

（地方公共団体及び社会福祉事業団等の  

経営する施設を除く。）  

（注） 肢体不自由児施設の措置児童につ  

いては、この欄に掲げる経費のほか、  

肢体不自由児施設入所部の措置児童に  

あっては、教育費、学校給食費、見学  

旅行費、入進学支度金、特別育成費、  

夏季等特別行事費、期末一時扶助費、  

医療費、職業補導費、就職支度費及び葬  

祭費を、肢体不自由児施設通園部の措置  

児童にあっては、教育費を支弁できる  

ものとし、これらの経費の支弁要件、  

その使途及び各月の支弁額の算式につ  

いては、この表の（7）から（15）まで、（1  

7）及び（18）の費目の項に定めるところ  

による。   

（ア）  入所部  その児童  重度肢体不自由児加算費月額保護単価  

イ           重  の別に  の看護及  迫旦！二旦円×その月初日の別に定める基準  

度  定める  び日常諸  による重度肢体不自由児措置児童数  

－
－
の
り
－
 
 
 



点  

数  

分  

以  

外  

の  

分   

算  

費   

（イ）  通園部  その児童  通園指導費月額保護単価48，200円×その  

通  の措置  の看護及  月初日の措置児童数（ただし、地方公共団  

園  児童  び施設運  体及び社会福祉事業団等の経営する施設以  

指  営に必要  外の施設の場合、民間施設加算発として  

導  な事務費  

費  等   

（ウ）  通園部  その児童  指導訓練材料等費日額保護単価 510円×  

指材  

導料  

訓等  及び給食  

練費   費   

指定医療機関の措    施設の運  次の算式（1）から算式（7）までにより算  

（4）           置肢体不自由児    営に必要  

な事務費  

肢  及び生活   

諸経費   各月の支弁額の算式は、この表の（3）  

のアの「肢体不自由児施設基本分措置費  

体  の点数分の各月の支弁額の算式」の（1）  

の算式（1）に定めるところに準じて算定  

した額  

不  

算 式（2）（日用品費分）  

点  

数  

分  

以  

外  

の  

分   

算  

費  

（イ）  （略）  （略）   通園指導費月額保護単価坐⊥旦担円×その  

通  月初目の措置児童数（ただし、地方公共団  

園  体及び社会福祉事業団等の経営する施設以  

指  外の施設の場合、民間施設加算費として  

導  4，290円を加算した額とする。）  

費  

（ウ）  （略）   

指材  

導料  

訓等  

練費   

（略）  （略）   （略）  

（4）  

肢  算式（1）（医療費分）  

（略）  

体  

不  

算式（2）（日用品着分）   

－
－
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（略）  日用品費月額保護単価18，570円   

×その月初日の措置児童数  

算 式（3）（保育士等加算費分）   

保育士等加算費月額保護単価 20，180円   

×その月初日の措置児童数   

ただし、乳幼児を措置しているときは、  

次の算式により算定した額を合算する。  

乳幼児保育士等加算費月額保護単価  

20，180円×その月初日の措置乳幼児数  

（注） この表の「乳幼児」は、児童福  

祉法第4条の第1項及び第2項に規  

定する「乳児」及び「幼児」を総称  

したものとする。  

算 式（4）  

（重度肢体不自由児加算費分）   

重度肢体不自由児加算費月額保護単価   

昂6，5朝円×その月初日の措置児童数（  

すべての措置児を重度棟に入所されてい  

るものとみなす。）  

算 式（5）   

指導訓練材料費月額保護単価 420円×  

その月初日の措置児童数  

算 式（6）   

特別訓練費月額保護単価 800円×その  

月初日において15歳をこえた児童であっ  

て、教育費又は、特別育成費を支弁されな  

い措置児童数  

算 式（7）（被虐待児受入加算費分）   

被虐待児受入加算費月額保護単価   

自  

算 式（3）（保育士等加算着分）   

（略）  

算 式（4）  

（重度肢体不自由児加算費分）   

重度肢体不自由児加算費月額保護単価   

串6，240円×その月初日の措置児童数（  

すべての措置児を重度棟に入所されてい  

るものとみなす。）  

算 式（5）   

（略）  

算 式（6）   

（略）  

算 式（7）（被虐待児受入加算費分）   

（略）  



（略）   （略）   （略）  

（5）  

第  算式（1）（医療費分）  

（略）  

種  

算式（2）（保健衛生費分）  

（略）  

自  

算式（3）（保育士等加算費）  

閉  （略）   

症  

児  

37，700円×その月初日の別に定める基  

準による被虐待児数  

（注）この欄に掲げる経費のほか、教育費  

、学校給食費、見学旅行費、入進学支度  

金、特別育成費、夏季等特別行事費、期  

未一時扶助費、他の病院で医療をうける  

場合については医療費及び葬祭費を支弁  

できるものとし、その支弁要件、その使  

途及び各月の支弁額の算式については、  

この表の（7）から（14）まで及び（18）の費  

目の項に定めるところによる。   

第一種自閉症児施  施設の運  次の算式（1）から算式（7）までにより算  

（5）         設の措置児童   営に必要  

な事務費  

第  及び生活   

諸経費   各月の支弁額の算式は、この表の（3）  

のアの「肢体不自由児施設基本分措置費  

の点数分の各月の支弁額の算式」の（1）  

の算式（1）に定めるところに準じて算定  

した額  

種  

算 式（2）（保健衛生費分）  

保健衛生費月額保護単価360円×その月  

自  初日の措置児童数  

閉  次の表のA欄に  その月初  

症  

算 式（3）（保育士等 算費）             掲げる保育士等 × 日の措置     加算費月額保護   児童数     単価  

（地方公共団体及び社会福祉事業団等  

児  の経営する施設以外の施設の場合、民  

「
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間施設加算額として次の表のB欄に掲  

げる額を加算した額とする。）  

保育士等加算費保護単価表（措置児童1人当たり月額）  保育士等加算費保護単価表（措置児童1人当たり月額）  

41人  51人  61人  71人  

措 置 児 童 数   40人             から  から  から  から  

まで  50人  60人  70人  80人  
まで  まで  まで  まで   

A  基  本  分   円   円   円   円   円   

欄  70，リ40  69，960  68，930  67，900  66，870   

B  

欄   6，300  6，230  6，110  6，050  5，930   

81人  

措 置 児 童 数    から   

90人  

まで   

A  基  本  分   円   円   円   円   

欄  66，500  66，180  65，830  65，450   

B  

欄   5，910  5，890  5，840  5，820   

41人  51人  61人  71人  

措 置 児 童 数   40人             から  から  から  から  

まで  50人  60人  70人  80人  

まで  まで  まで  まで   

A  基  本  分   円   円   円   円   円   

欄  70，93〔）  69，960  68，930  67，900  66，870   

B  

欄   6，300  6，230  6，110  6，050  5，930   

81人  

措 置 児 童 数    から   

90人  

まで   

A  基  本  分   円   円   円   円   

欄  66，500  66，180  65，840  65，450   

B  

欄   5，910  5，890  5，840  5，820   

算 式（4）（日用品費分）   

日用品費月額保護単価18，570円   

×その月初日の措置児童数  

算 式（5）（看護代替要員着分）   

看護代替要員費月額保護単価160円   

×その月初日の措置児童数   

算 式（4）（日用品費分）   

（略）  

算 式（5）（看護代替要員費分）   

（略）  



算 式（6）（重度自閉症児加算費分）   

（略）  

算 式（6）（重度自閉症児加算費分）   

次の表の重度自閉症児加算費月額保護  

単価×その月初日の別に定める基準によ  

り重度自閉症児と認定された措置児童数  

重度自閉症児加算費保護単価表  

（措置児童1人当たり）  

重度自閉症児加算費保護単価表  

（措置児童1人当たり）  

25％加算分   旦旦遡円   

30％加算分   56，240円  区   分  保護単価（月額）  

25％加算分   払ユ担円   

30％加算分   56，540円  区   分  保護単価（月額）  

算 式（7）（スプリンクラー保守管理等   

着分）   

スプリンクラー保守管理等費月額保護  

単価（40人以下施設）930円×その月初日  

の措置児童数   

各月初日において、スプリンクラー設  

備を設置している施設（地方公共団体及  

び社会福祉事業団等の経営する施設を除  

く。）  

（注）この欄に掲げる経費のほか、教育費  

、学校給食費、見学旅行費、入進学支度   

金、夏季等特別行事費、期末一時扶助費  

、職業補導費、就職支度費及び葬祭費並   

びに他の病院で医療を受ける場合につい   

ては医療費を支弁できるものとし、その   

支弁要件、その使途及び各月の支弁額の   

算式については、この表の（7）から（10）   

まで及び（12）、（13）、（14）、（15）、（17）   

並びに（18）の費目の項に定めるところに   

よる。   



重症心身障害児施  

設の措置児童  

施設の運  

営に必要  

な事務費  

及び生活  

諸経費  

（1） 次の算式（1）から算式（6）までによ  

り算定した額の合算額。  

算 式（1）（医療費分）  

各月の支弁額の算式は、この表の（3）   

のアの「肢体不自由児施設基本分轄置費   

の点数分の各月の支弁額の算式」の（1）   

の算式（1）に定めるところに準じて算定   

した額  

算 式（2）（指導費分）  

指導費月額保護単価234，6㈹円  

×その月初日の措置児童数  

算 式（3）（日用品費分）  

日用品費月額保護単価18，570円  

×その月初日の措置児童数  

算 式（4）（看護代替要点費分）  

看護代替要員費月額保護単価160円  

×その月初日の措置児童数（指定医療   

機関に入所させる場合は除く。）  

算 式（5）（療育訓練費分）   

療育訓練費月額保護単価420円  

×その月初日の措置児童数  

算 式（6）（スプリンクラー保守管理等  

費分）   

スプリンクラー保守管理等費月額保護   

単価310円×その月初日の措置児童数   

各月初日において、スプリンクラー設   

備を設置している施設（地方公共団体及   

び社会福祉事業団等の経営する施設を除   



（略）  

（7）  

教  

育  

算式（1）  

（略）   

費  

く。）  

（注）この欄に掲げる経費のほか、教育費  

、学校給食費、見学旅行費、入進学支  

度金、夏季等特別行事費、期末一時扶  

助費及び葬奈費並びに他の病院で医療  

を受ける場合については医療費を支弁  

できるものとし、その支弁要件、その  

使途及び各月の支弁額の算式について  

は、この表の（7）から（10）まで、（12）、（1  

3）、（14）及び（18）の費目の項に定める  

ところによる。   

知的障害児施設、  次に掲げ  次の算式（1）によって算定した額。  

（7）  ただし、教材代又は通学のための交通費  

児施設、ろうあ児  （1）その  を支弁すべき児童があるときは、それぞれ  

教  

児施設、肢体不自  務教育  、特別支援学校の高等部第1学年に入学す  

由児を入所させる  （特別支  る児童があるときは、算式（4）により算定  

指定医療機関、肢  援学校高  した額を、それぞれ算式（1）によって算定  

体不自由児療護施  等部の  した額に加算する。  

設若しくは重症心  教育を含  なお、算式（4）については、4月分の措  

ゴギ 日  

置児童であって義  

務教育諸学校又は   

特別支援学校の高  （2）教材  次の表の教育費学年別月額保護単価  

等部に在学中のも  ×その月の学年別就学措置児童数  

の及び特別支援学  

費  

年に入学するも  

の。   （4）その  学  

児童の特  年  校高等部  

別支援学  別   

校高等部  

入学に必  円   円   円  
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－
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要な学用  単価  

晶費等   （月額）   2，110  4，180  4，180  

算 式（2）  

その施設のその月におけるその措置児  

童の別に定めるところにより教科書に準  

ずる正規の教材として学校長が指定する  

ものの購入に必要な実費を合算した額  

算 式（3）  

その施設のその月におけるその措置児  

童であって、交通費の支給を必要と認め  

るもの（知的障害児施設、自閉症児施設  

、盲児施設、ろうあ児施設又は肢体不自  

由児施設に限りその児童が通学する場合  

に付添人を特に必要と認めるときは、そ  

の付添人を含み、その数はそれぞれ児童  

6人につき1人とする。）があるときは、  

その児童又は付添人が最も経済的な通常  

の経路及び方法により通学し、又は付添  

いする場合のその普通旅客運賃の定期乗  

車券（定期乗車券のない場合にあっては  

、これに準ずるもの。）の実費を合算した  

額  

算 式（4）  

特別加算費年額保護単価58，100円  

×特別支援学校の高等部第1学年入学  

措置児童数   

知的障害児施設、  その児童  その施設のその月におけるその措置児童  

（8）  

児施設、ろうあ児  校給食に  の高等部から学校給食費として徴収される  

学  

算 式（2）  

（略）  

算式（3）  

（略）  

算式（4）  

特別加算費年額保護単価 58，50り円  

×特別支援学校の高等部第1学年入学  

措置児童数   

（略）   （略）   （略）   

（8）  

－
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校  

給  

食  

費  

（略）   （略   （略）  

（9）  

算 式  

（略）   

見  

旅  

行  

費  

児施設入所部、肢  

校  

させる指定医療機  

給  

療蔑施設若しくは  

食  

設の措置児童であ  

費  

実施している義務  

教育諸学校又は特  

別支援学校の高等  

部に在学中のも  

の。   

知的障害児施設、  

（9）  

児施設、ろうあ児   

施設、肢体不自由  必要な交  次の表の見学旅行費学年別年額保護単価  

見  

体不自由児を入所  数  

させる指定医療機  

学  見学旅行費保護単価表  

療護施設若しくは  （措置児童1人当たり）  

重症心身障害児施  

旅  保護単価  

って、小学校第6  学  年  別  

学年、中学校第3  （年額）   

ノ：‾  

支援学校の高等部  小 学校第 6 学年  20，600円  

第3学年（高等学  

校を含む。）の在  中 学校第 3 学年  55，900円  

学中のもので、そ  

の学校の教育課程  特別支援学校の高等部  

において実施され  第3学年  108，200円  

る見学旅行（通常  （高等学校を含む。）  
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（略）   （略）   （略）  

（10）   

入  算式  

（略）   

進  

支  

度  

金  

（略）   （略）   （略）  

（11）  

特  

算式（1）  

別  
（略）   

ゴく・  
日  

成  

費  

の「修学旅行」を  】  【  l   

いう。）に参加する  

もの。  

知的障害児施設、  その児童  次の算式によって算定した額の合算額と  

（10）         自閉症児施設、盲  

児施設、ろうあ児  

施設、肢体不自由   

児施設入所部、肢  用品等の  次の表の入進学支度金学年別年額保護単  

進  価×学年別入進学措置児童数   

させる指定医療機  

関、肢体不自由児   入進学支度金保護単価表  

療護施設若しくは  （措置児童1人当たり）  

支  

設の措置児童であ  年  別  保護単価  
度  

（年額）   

学年に入学し、又  

は中学校第1学年  小学校第1学年入学児童  39，500円  

に進学するもの。  

中学校第1学年進学児童  46，100円   

肢体不自由児施設  次に掲げ  次の算式によって算定した額の合算額。  

（11）  

由児を入所させる  

特  

くは肢体不自由児   

別  

童であって、別に  ける教育  ×その月の公私別高等学校在学措置児童  

士 I弓  

り、高等学校に在  

学しているもの及   

び高等学校第1学  （措置児童1人当たり）  

費  

要な挙用       公  私  別保護単価 

－
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品費等   （月額）  

国・公立高等学校 22，一270円  

私立高等学校   32，970円  

算 式（2）  

特別加算費年額保護単価58，100円  

×高等学校第1学年入学措置児童数   

知的障害児施設、  

（12）  

児施設、ろうあ児   

夏  

児施設入所部、肢  

季  

させる指定医療機  

等  

療護施設若しくは  

特  

設の措置児童であ  

別  

学校に在学してい  

行  

校又は教育委員会  

事  

童・生徒の全員を  

費  

季等の臨海、林間  

学校等の行事に参  

加するもの。   

知的障害児施設、  その児童  次の算式によ？て算定した額とし、12月  

（13）  

期  

算 式（2）  

特別加算費年額保護単価塑遡円  

×高等学校第1学年入学措置児童数   

（略）   （略）   （略）   

（12）  

夏  

季  

等  

特  

別  

行  

事  

費  

（略）   （略）   （略）   

（13）  

期  
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未  

時  

扶  

助  

費  

（略）   （略）   （略）   

（14）  

医  

療  

費  

（略）   （略）   （略）   

（15）  

職  

業  

末  施設、肢休不自由  服等の購  算 式  

児施設入所部、肢  入費   期末一時扶助費年額保護単価5，070円   

時  ×12月初日の措置児童数   

扶  

助  

費   

重症心身障害児施  

設の措置児童  

知的障害児施設、  

（14）  

児施設、ろうあ児   

医  その施設のその月におけるその措置児童  

児施設、肢体不自  等につき、診療報酬の算定方法及び入院  

由児を入所させる  時食事療養費の算定基準に準じて算定し  

指定医療機関、肢  た額（その医療機関が社会保険の指定医  

療  療機関であり、かつ、その措置児童等が  

設若しくは重症心  社会保険の被扶養者等である場合におい  

身障害児施設の措  ては、その社会保険において給付が行わ  

置児童であって疾  れる額を控除した額とする。）を合算した  

費  額  

医師、歯科医師等  なお、その児童等の看護、移送等に要す  

によって、診察、  る費用についても健康保険法の給付の取  

治療、投薬、手術  扱いの場合に準じて支弁して差支えない   

等の医療を受ける  

ためその支弁を必  

要と認められるも  

の。  

知的障害児施設、  

（15）  

児施設、ろうあ児   

職  

児施設入所部若し  通費   が最も経済的な通常の経路及び方法によ  

業  

－
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療護施設の措置児   児童に係  券（定期乗車券のない場合にあってはこ  

補          童であって、義務  

教育を終了した後  

公共職業訓練所等  算 式（2）  

の職業補導機関に  職業補導費月額保護単価4，800円×  

費                通うもの。  その月の職業補導機関に通っている措置  

児童数   

知的障害児施設、   その児童  次の算式によって算定した額  

（16）  

設、知的障害児通  

児  

、ろうあ児施設、  算 式  

童  次の表の児童用採曖費級地別月額保護単  

若しくは肢体不自  価×その月初日の措置児童数  

用  

置児童  

採  

護単価表（   

曖  

級地別   5級地  4敵地  3薮地  2穀地  その他の鵬  

費  

知蛸害児施設、第二那閉症購設、盲蟻  円   円   円   円   円  

設、ろうあ児舶、踊不自由児絹施設  6，820  5，220  3，380  2，520  1，260  

刑場害児鯛施設、‡瞳幼児鯛施設  l，130  960   590  380   190  

（注   

等の一部を改正する法律（平成16年法律第136号）の施行（平成16  

10月28日）前の国家公務員の寒冷地手当に関する法律第一条に規定  

する級地区分を使用すること。   

知的障害児施設、   （1）その  次の算式（1）によって算定した額とし、  

（17）          自閉症児施設、盲   児童の就  入所措置が解除される日の属する月の措置  

児施設、ろうあ児   職に際し  費として支弁する。ただし、別に定める基   

補  

導  

費  

（略）   （略）   （略）   

（16）  

児  

童  

用  

採  

曖  

費  

（略）   （略）   （略）   

（17）  

疇
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就  

職  

算 式（1）  

支  就職支度費1件当たり保護単価口遡円  

×その月の就職による措置解除児童数  

度  

算 式（2）  

費  （略）   

（略）   （略）   （略）   

（18）  

葬  

祭  

費  

就  

児施設入所部若し  

職  

療護施設の措置児   

支  

児童が就職するた  

度  

が解除されること   

費   居費、生  就職支度費1件当たり特別基準保護単価  

活費等  137，510円×その月の別に定める基準によ  

る就職による措置解除児童数   

知的障害児施設、  その死亡  次の算式により算定した額。ただし、そ  

（18）  

児施設 、ろうあ児  又は埋葬  153，900円をこえる場合であって、その総額  

葬  

児施設入所部、肢  他葬祭の  こえるときはそのこえる額を、自動車の料  

祭  

させる指定医療機  要な経費  10，760円をこえるときは 8，940円の範囲内  

費  においてそのこえる額を、それぞれ加算す  

療護施設若しくは  る。  

重症心身障害児施  

設の措置児童であ  算 式  

って、死亡したも  葬祭費1件当たり保護単価153，900円  

の（以下「死亡児  ×死亡児数  

」という。）  



に規定する障害児施設給  き、指定施設支援費用基準額につき算  

障害児施       付費の支給に要した費用  定した障害児施設給付費の支給に要し   

設給付費  た費用の額（その費用のための寄付金  

その他の収入があるときは、当該収入  

の額を控除した額）   

（2）  児童福祉法第24条の6   児童福祉法施行令第27粂の4の規定  

に規定する高額障害児施  に基づき算定した高額障害児施設給付  

高額障害            設給付費の支給に要した  費の支給に要した費用の額（その費用   

児施設給  費用   のための寄付金その他の収入があると   

付費  きは、当該収入の額を控除した額）   

（3）  児童福祉法第24粂の7   児童福祉法施行令第27粂の6の規定  

に規定する特定入所障害  に基づき算定した特定入所障害児食費  

特定入所            児食費等給付費の支給に  等給付費の支給に要した費用の額（そ   

障害児食  要した費用   の費用のための寄付金その他の収入が   

費等給付  あるときは、当該収入の額を控除した   

費  額）   

（4）  児童福祉法第24条の20   児童福祉法第24条の20の規定に基  

に規定する障害児施設医  づき算定した障害児施設医療費の額か  

障害児施            療費の支給に要した費用  ら同法第24粂の22に基づき給付を行   

設医療費  わないとした額を控除して得た額（そ  

の費用のための寄付金その他の収入が  

あるときは、当該収入の額を控除した  

額）   

表4－1  表4－1   

障害児施設徴収金基準額表（扶養義務者用）   障害児施設徴収金基準額表（扶養義務者用）  



通園部   

階層   定  義  徴収金基準額   徴収金基準額   

区分  （月額）   （月額）   

A  生活保護法による被保護世帯（単給世  0円   0円   

帯を含む）及び中国残留邦人等の円滑  

な帰国の促進及び永住帰国後の自立の  

支援に関する法律による支援給付受給  

世帯  

B  A階層を除き当該年度分の市町村民税  2，200   1，100   

非課税世帯  

A階層及び  

D階層を除  

Cl  4，500   2，200  

分の市町村  

民税の課税  

世帯であっ  

て、その市  

町村民税の  

額の区分が  

C2  6，600   3，300   

該当する世  

帯   

Dl  9，000   4，500  

B階層を除  

き前年分の  

D2  13，500   6，700  

世帯であっ  40，000円まで  

て、その所  

D3   18，700   9，300   
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70，000円まで  

70，001円から   29，000   14，500   

183，000円まで  

その月のその括  

置児童にかかる  

柑3，001円から  措置費の支弁額   

403，000円まで  （全額徴収。た  

だし、その額が  20，600  

41，200円をこえ  

るときは41，200  

円とする。）   

その月のその措  その月のその措  

置児童にかかる  置児童にかかる  

403，001円から  措置費の支弁額  措置費の支弁額   

703，000円まで  （全額徴収。た  （全額徴収。た  

だし、その額が  だし、その額が  

54，200円をこえ  27，100円をこえ  

るときは54，200  るときは27，100  

円とする。）   円とする。）   

その月のその括  その月のその措  

置児童にかかる  置児童にかかる  

703，001円から  措置費の支弁額  措置費の支弁額   

1，078，000円まで  （全額徴収。た  （全額徴収。た  

だし、その額が  だし、その額が  

68，700円をこえ  34，300円をこえ  

るときは68，700  るときは34，300  

円とする。）   円とする。）   

その月のその括  その月のその措  

置児童にかかる  置児童にかかる  

1，078，001円から  措置費の支弁額  措置費の支弁額  

区分が次の  

区分に該当  

する世帯  




